
家庭経済学から見た太陽光発電（広幡家の場合）    

エネルギー自立生活が可能に！  
 きらきら発電事務局の広幡です。7月 7日の女

川集会の講演者青木美香氏が我が家の太陽光発

電を取材され、7日の集会本番で右写真を紹介さ

れたため、7月 11日ＴＢＣの取材も受けました。 

ＥＶ２台動かし月の電気代５千円台  

 広幡家では 2010 年に太陽光発電を屋根に取

り付け、2020 年 48 円の固定価格が終了するの

にあわせて、太陽光の電気を自分で使おうと考

え、電気自動車(日産リーフ)とⅤ２Ｈ(車に充電、

または車から家に放電できる装置)を購入しまし

た。そして昨年妻の車の買い替えの時、軽の電気自動車(日産さくら)に切り替えました。 

 ＥＶ２台になって丁度１年経過します。２台のＥＶは基本的に太陽光が発電した電気を充電

しているため、我が家の電気代は月 5000円台です。しかも余剰電力を売っている収入が年間 7

万円台です。したがって、経済的エネルギーの自立が成立していると言えます。きらきら発電の

活動で使用する分は市中の急速充電機から充電しています。私生活における夫婦の走行距離は 1

年間で 17,000㎞。ガソリン代(１㍑ 160円 15㎞走行)で換算すれば、18万円分に相当します。 

太陽光発電は１２年で元が取れる 

2010年に設置した太陽光発電(3kw)の設置費用は 210万円(補助金 10万円)。10年間の余剰電

力売電が「年間 3,000kw×48円×10 年間＝１４４万円」。その後は 10円単価となり、2年間で

6 万円。自家消費は「年間 365 日×5kw×25 円(当時の単価)×12 年≒55 万円」。合計 205 万円

で、12年間で元が取れました。要するに、13年後からは太陽光の電気はただだということです。

そういう計算ができたので、2016年駐車場を太陽光カーポート(4kw)にしました。屋根と合計で

7kwの発電能力です。 

今なら太陽光は１０年で元が取れる 

2024 年 4 月民家の屋根を借りて施工したきらきら 9 号機(泉区南中山)はパワコン 4.4kw、パ

ネル 4.8kwで 135万円の工事費です。家庭の年間使用電力量(平均)4,200kwh を基礎に、東北電

力の電気代単価 40 円/kw および太陽光設置で 5 円安くなる価格システムで計算すると、5 円安

分「4,200kw×5 円×10 年＝210 千円」、太陽光自家消費分「365 日×5kw×(40-5)円×10 年＝

639千円」、余剰電力売電料金「3,600kwh×16円×10年＝576千円」、合計 142.5万円。施工し

て 11年後から太陽光の電気代がただになる計算です。太陽光発電で施工後金がかかるのは、直

流から交流に変えるパワーコンデショナーの交換の時(施工 15 年後)。5kw 以下なら、交換費用

が 20万円です。 

ＥＶとⅤ２Ｈも８年間で元が取れる 

 EV(日産リーフ・さくら)とⅤ２Ｈの購入費用は補助金分を差し引くと 660 万円。一般車購入

より 210万円ほど高くつきます。しかし年間ガソリン代 18万円分が浮くだけでなく、自動車取

得税・自動車重量税が 2 台で 25 万円減税されます。自動車税は 2 台で毎年 14,300 円の減税。

オイル交換・フィルター交換も不要なので 1台 2万円程度の減。それらを合わせると、8年間で

元が取れる計算になります。 



７月１１日仙台市民会議が避難計画を仙台市に問う 

女川で能登半島と同じ内陸直下型地震発生の可能性あり 
 きらきら発電が加入する脱原発仙台市民会議が秋保町石神町内会と合同で、仙台市に対して「６月の東北電

力株主総会で、原発に依存しない株主提案に賛成する」よう、6 月 13 日要望書を提出しました。そして７月

１１日(木)午前１０時半、市役所本庁舎２階会議室(北西)で、仙台市財政課・防災計画課・環境局脱炭素政策

課の３部門対応で、仙台市の回答を受けました。今年も相変わらず「エネルギー政策は国策」「定款に規定す

ることは適当でない」の言葉で、私たち市民の要望を聞くことはありませんでした。 

 仙台市民会議事務局長広幡は、「１月１日の能登半島地震で、屋内待機も困難な事態が発生している。女川

原発でも岩手県矢巾町に至る 200 キロにも及ぶ活断層の存在が指摘されている。このような新しい事態をど

うとらえるか、真剣に考え、市民の要望に応えてほしい」と発言。風の会の須田剛氏は「京都市・大阪市など

関西の自治体は自ら株主提案しているのに、仙台市は相

変わらずの姿勢。株主提案は 4号から 8号議案まである

のに、一括して反対するのはひどすぎる。特に 8号議案

は株主の 28％の支持があったのだから、仙台市も各項

目ごとにしっかり検討すべきだ」と発言。また参加者の

中から「2022年 6月 17日の最高裁判決で福島事故につ

いて国は責任をとらなくていいとの判断がしめされて

いる。それなのに国策と言うのは矛盾しないか」「電力の安定供給や経済性・環境性などの観点でと記すが、

原発にどんな環境性があるのか、もっと言葉一つひとつを大事に扱ってほしい」などの発言がありました。   

 

東松島ＨＯＰＥが家庭向け電力小売りを開始 

 パルシステム(あいコープみやぎ)も新規受付再開 
 東松島市が立ち上げた地域電力東松島みらいとし機構(HOPE)が９月より、一般家庭向けに電

力小売りを開始する。きらき

ら発電１号機の電気を購入

して販売するパルシステム

(あいコープみやぎ)も、小売

り電力の新規受付を本年６

月に再開した。 
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